平成26年11月14日

配偶者同行休業制度の導入について（提案）
１　提案理由
　　公務において活躍することが期待される有為な職員の継続的な勤務を促進するため、職員が外国で勤務する配偶者と生活を共にすることを可能とする配偶者同行休業制度を導入するため、以下のとおり提案する。
２　提案内容
　(1) 対　象
　　次の職員を除く。
・臨時的に任用される職員その他任期を定めて任用される職員
・非常勤職員
　(2) 期　間

３年を超えない範囲内

(3)　配偶者同行休業の対象となる配偶者が外国に滞在する事由

ア　外国での勤務

イ　事業を経営することその他の個人が業として行う活動であって外国において行うもの

ウ　学校教育法による大学に相当する外国の大学（これに準ずる教育施設を含む。）であって外国に所在するものにおける修学

※いずれも６月以上にわたり継続することが見込まれるものに限る。

(4) 請求の手続

　　配偶者同行休業を始めようとする日の1月前までに行う。

　(5) 承　認
　  公務の運営に支障がないと認めるときは、申請をした職員の勤務成績その他の事情を考慮したうえで承認する。
＜承認基準＞
職員から配偶者同行休業の請求があった場合において、公務の運営に支障がないと認める場合であって、次に掲げる基準を満たすときは、承認することとする。

１ 勤務成績について、次の①又は②のいずれかを満たし、かつ、中長期的な公務への貢献が期待されること。

　①

（知事部局）

　直近の連続した２回の人事評価について、「相対評価結果が『第三区分』以上、又は二次評価結果が『Ｂ以上』」であること。

（教育委員会）

人事評価について、直近の連続した２回の総合評価区分がＡ以上であること。

②　①の人事評価の全部若しくは一部がない場合にあっては、その他の勤務成績を判定するに足りる事実に基づき勤務成績が良好であると認められること。
２　配偶者同行休業の請求の時点において、職務に復帰した後、概ね５年程度在職することが見込まれ、かつ、継続して勤務する意思があること。

３　以前に配偶者同行休業をしたことがある場合には、前回の配偶者同行休業から職務に復帰した後概ね５年程度職務に従事した期間があること。

　(6) 承認の取り消し等
　　・配偶者が外国に滞在しないこととなったこと
・２(3)の事由に該当しないこととなったこと

・産前産後休暇又は育児休業を取得することとなったこと
　(7) 期間の延長

１回に限り延長を請求することができる。（当初の配偶者同行休業期間とあわせて３年を超えない範囲内）

(8) 給与
ア　配偶者同行休業をしている職員に対しては給与を支給しない。　  
イ　期末手当及び勤勉手当
・基準日に配偶者同行休業をしている職員については、支給しない。
・基準日以前６ヶ月以内に配偶者同行休業をしている期間がある場合、期末手当は当該期間の２分の１を、勤勉手当は当該期間を在職期間から除算。
ウ　退職手当

配偶者同行休業期間については勤続期間から除算

　　エ　復職時の号給調整

　　　  他の職員との均衡上必要があると認められるときは、100分の50以下の換算率により換算した期間を引き続き勤務したものとみなして号給を調整する。

　(9)　福利厚生等
ア　共済に引き続き加入（掛金は徴収）
イ　互助会、互助組合に引き続き加入（掛金は徴収）
ウ　公務災害の適用なし
３　実施時期

　　平成27年４月１日（請求は事前に可とする。）
４　在外教育施設派遣教員の配偶者の再任用特別選考要綱の取扱い（教育委員会）

 　「在外教育施設派遣教員の配偶者の再任用特別選考要綱」は、平成27年３月31日に廃止する。なお、同日までに在外教育施設派遣教員に同行するために退職をした場合は、この要綱を適用する。

５　協議期限

平成26年11月26日

